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　1）　富山県は日本海沿岸の中央に位置し，対岸シベ
リヤに787キロという最短距離にあること，しかも東
京，大阪，名古屋のいずれにもほぼ等距離にあるとい
う地理的優位性を生かし，来るべき日本海時代の開発
拠点を目指して，富山・高岡両新産業都市の中核とし
て富山新港を建設した。昭和36年に開始された薪港の
建設はすでに一応の完了をみ，日本海随一の水深14メ
ートル岸壁が完成し8万トソ級船舶の入港が可能にな
ったのをはじめ，水深10メートルの1万5千トン級船
舶用のパース3つ，水深7．5メートル，5千トン級パ
ース2つが完成した。
　富山新港に対抗するかのように新潟県では，これま
での新潟西港についで総事業費96億円をもって航路浸
喋の促進，防波堤の伸長，海岸保全事業の促進を中心
とした港潟整備5力年計画を実施中であるほか，目下
新しく新潟東港整備計画が実施されている。同計画は
641億円の事業で昭和46年を初年度とする5力年計画
である。これによると，これまでの西港が信濃川を利
用した河口港であるための諸制約を打破するために，
信濃川と加治川にはさまれる地帯に臨海工業地帯を背
景として建設されるものである。西防波堤の完成とあ
いまって，中央水路，幅250メートル，延長2，050メー
トルにわたり水深10メートルに掘込み，公共岸壁3パ
ースが完成する。これと同時に近年急増してきた輸入
木材の受入れ施設として800千トンを取扱う木材投下
泊地，岸壁2バース，けい船浮標1パース，木材整理
場，木材工業団地を整備することが計画されている。
さらに，東西水路を掘込み公共岸壁4バースの建設を
行なうこと，昭和50年頃には石油精製企業の進出が予
定されているため，港口の航路泊地を16メートルに増
深し，10万トン級タンカーの入港を可能とする計画を
もっている。
　富山県，新潟県におけるこうした新港建設に呼応し
て，福井県においても三国に新港建設の計画のあるほ
か，昭和43年にははやくも対ソ貿易推進委員会を設置
して，対ソ貿易振興についての政策を検討し実施して
いる。すなわち具体的には，シベリア極東地方に福井
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県産品の見本市を開いてソ連側の見返り輸入品目の拡
大運動を開始したほか，親善を深める目的で知事・市
長・業界代表の訪ソおよびソ連貿易関係者の招致も盛
んであるし，敦賀とウラジオストックとの姉妹都市締
結計画，ソ連領事館誘致運動，ナホトカとの定期船航
路の設立運動など，外に向けての宣伝活動の点におい
ては，最も活発であり具体的である。
　2）　しかしながら，こうした関係当局の前向きの姿
勢に対して，貿易取引の実態はどうであろうか。
（表1）　新潟県の製造品出荷額と輸出額
年瀦耀前靴輸噸前靴輸出比率
　　　ABB／A×100％
1965年4，458億円111％　422億円119％
66　　　5，328　　　　120
67　　　6，375　　　　　119
68　　7，478　　　　117
69　　　8，794　　　　　117
682
552
650
834
162
80
117
128
9．4％
12．8
8．6
8．7
9．5
（新潟県商工労働部資料による）
（表2）　富山県の製造品出荷額と輸出額
　　　　　　　（1969）
蝿解獺糊額・／・
軽　工　業
　繊　　維
　窯　　業
　その他
重　工　業
　化学品
　機械類
　金属類
　合　計
2，759億円
　736
　234
1，788
3，　428
　971
　963
1，492
4，640
260億円
167
17
75
203
76
76
50
618
9．4％
22．7
7．4
4．2
5．9
7．9
7．9
3．4
7．5
　上掲の表で明瞭のように，新潟県，富山県，福井県
とも，年間輸出総額がほぼ似かよっており，600億円
～800億円の水準にある。これらの輸出額がそれぞれ
の県の製造品出荷総額に占める割合，すなわち輸出比
率は，福井県の18．3パーセソトを最高として，富山は
7．5パーセソト，新潟9．5パーセントとなっている。
1968年におけるわが国全体の輸出依存度が9．5パーセ
ントであるから，福井県を除外すれば，ほぼ全国的な
比率に近い。
　問題は，表1の新潟県の場合に端的にあらわれてい
るように，製造品出荷額の順調な安定した成長傾向に
対して，輸出額の変動幅がきわめて大きい点にある。
すなわち，製造品出荷額が前年比10～20パーセントの
上昇を示したにすぎないのに，輸出額は1966年の前年
比162パーセントという大幅の伸長に対して翌1967年
には前年比80パーセソトと大ぎい落込みがみられる点
が注目されなくてはならない。
　こうした輸出額の不安性については，たとえば，こ
れらの諸県の工業構造にも原因があろう。すなわち，
地方資源型工業と基礎資源型工業のウェイトが低いた
めに，国内的不況に対する抵抗力が弱く，海外景気の
変動のシワ寄せをうける危険性が大きい。しかし，最
も直接的な原因としては，これら諸県の輸出が他力本
願で自主性に欠けている点が指摘されなくてはならな
い。
　すなわち，日本海諸県に主たる営業の根拠を有する
日本海貿易企業数は，4県で合計48社，従業員数362
人であり，1社当り7．5人という零細貿易企業が県内
の輸出額に占める貢献度は僅かに1％～6％にすぎず，
輸出額の殆んどは，東京，横浜，神戸，大阪の大手メ
ーカーまたは貿易商社に依存する間接貿易の段階にあ
る。
　3）われわれが日本海側4県の貿易に期待するもの
は，対米貿易でも対アジア貿易でもなく，地理的にも
歴史的にも最も身近かな関係にある対岸貿易であり，
特に対ソ貿易に対する積極的な姿勢の有無である。
　この点，1963年における新潟県の共産圏輸出は県全
体の輸出総額の9．4パーセントであり，その内訳は，
中国向けが7．7パーセント，ソ連向けは1．2パーセント
に過ぎない。しかもこれらの中国およびソ連向け輸出
貨物のすべてが県内港から積出されるわけではない。
輸出全額に対する県内港積出し比率は6．6パーセソト
に過ぎない。
　対ソ貿易に目新しい伸長がみられない点は富山県の
場合も同様であり，同県の輸出総額に占める共産圏輸
出の比率は1968年には6．7パーセント，1969年6．4パー
セントである。なお，同県の対岸貿易の内訳では，対
ソ，対中共が24．7パーセント，23，5パーセントである
のに対して，対韓国輸出が48．8パーセントを占めてい
るのは，対ソ貿易振興の掛声の大きさから考えると皮
肉である。
　福井県の対ソ貿易は，同県の輸出総額の4．6パーセ
ソトであって，新潟県，富山県をやや上回っている
が，県内港からの積出し比率は新潟県，富山県と同じ
くぎわめて低い。
　以上の点からすると，日本海4県の対岸貿易は，ソ
連材の輸入にわずかな特徴がある他は，輸出について
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はその金額も微々たるものであるとともに，他の諸国
向け輸出と本質的に変るところはなく，太平洋岸諸県
の大規模メーカーないしは商社に主導権を把られた他
力本願的な間接貿易にすぎない。
　日本海側4県が，貿易の伸長を夢みて港湾施設の整
備拡充を計っているにも拘らず，それらの設備が十分
にその力を発揮できていないばかりでなく，新港をつ
くり設備の拡充を計れば計るほど，原材料収得条件に
恵まれ労働力，工業用水，電力に比較的に恵まれてい
るこれらの臨海工業地帯に進出してくる県外の大資本
の拡大再生産の一環として織込められ，自主的な貿易
的な飛躍を益々困難ならしめることになる。
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